
























































由法学とは区別した点で美濃部達吉とは対照をなし、また法解釈と政策論の区別をより徹底 ていた。実定法の客観的な意味を明確化する解釈法学は、人々の共同生活の保全を期するために必要であるとされた。日本はいまだ解釈法学が整備さ ないと考えてい 佐々木は、ドイツの新しい学問潮流を安易 導入 て解釈法学を軽視するような動向を批判し、まずはそれを学問的に突き詰めることこそが立憲政治にとって重要となると考えていた。
実定法の規定を重視した背景には、法は人間の規範意識にもとづく理



























大きな潮流となった。そこで主張されたのは、法学が論理に偏重して現実から遊離し、社会への奉仕という本来の使命を忘れているので ないかという点であった。 「概念法学」において法解釈 あたかも数学や論





















主義」に立つと評し、 「ドイツ 君主機関説はラーバントからイェリネックへと自由主義的性格を増幅させるのですが……、日本では 長の美濃部さんがイェリネックを、年少の佐々木先生がラーバントを継承すという一見逆転した関係にあります」と述べている
(
 )。概念構成の緻密さ


























について概観しておきたい。新派刑法学の代表的論者である牧野英一は、 「法律の社会化」 （ 『中央公論』一九一六年七月）において、 九世紀から二〇世紀にかけて起こっ 法律をめぐ 大きな時勢 変化を指摘している。 「中世から近世にかけて」の時勢の著しい変化は「個人の覚醒」と呼べ ものであるのに対 、一九世紀から二〇世紀 かけての化は「社会の覚醒」であるという。国際問題においては帝国主義と われる国民的主張 発達であり、個人は国家の 員としての自覚を強めるに至った。そして国内問題においては所有権と契約自由 理念 もと、資本主義の発展にともなう貧民階級の発生があり、社会問題に対応する
兌
――






































規定に還元される。法の一般性を重視した一九世紀法学は資本主義社会における「個人」の自由な経済活動 保障す という一定の役割を果たしていたのであり、そ を概念法学であると批判した自由法運動が「近代的（十九世紀的） 『知』に対するプロテスト
(
)」と評価される所以があ
る。しか 、日本においては近代化の過程で、むしろ概念法学批判が高まった頃のドイツ法学を本格的に継受することになったため りわけ公法学において自由法論や法社会学の研究ほどには概念法学 研究がなされなかったと う事情があることを前提としなければならない
(
)。この
ような背景もあり、明治 ら大正へ 転換期 かけて、日本 は牧野に代表される論者によ て自由法論 熱心 り入れら た
公法学では、一九一三年に美濃部と上杉慎吉がこの問題をめぐり鮮明
























































た。何が最も社会や正義に適合するか 裁判官が自ら判断して決すべき自由を強調する自由法論に対し、上杉が問題にするのは「如何ナル標準ニ依リテ個々ノ場合ニ於テ之ヲ正ナリ不正ナリト判断スルコトカ出来ノテアルカ」という点である。 「幸ニ大岡忠相ノ如キ中正ヲ過ラサル人カ裁判官テアレハ宜シケレトモ」 、実際にはそうとは限らない。人間は「秋霜烈日ノ如キ人」もあれば、 「寛大ナル人」もあり、 「依怙贔負ト云フコトモ大ニアリ得 」のである。
「裁判官ノ自由ナル裁量ニ依ル裁判
――






















































































































































学は、裁判官に自由な法創設の権限を認めること 主張した。この点に関する佐々木の立場は、 「制定法ノ規定ニ反シテモ、社会ノ要求ニ順応スルノ判決ヲ下スヘシ」 いう立場を退け、問題の事件が制定法の規定に該当するのであれば、裁判官はその規定を適用するほかはないというものであった。そして「其ノ結果ハ 実際上ノ見地ヨリセハ不適当ナルコトナキヲ保セヌ、併シソレハ已ムヲ得ナイ」のであり それは、裁判官は実際上 結果如何を考慮して、法を適用するか否か 決する自由をもつものではないからであ という
(
)。ここには、 「裁判官は法律の言葉

























類の社会生活より生じて客観的に存在する「正当ナル法」であり、また人類の実際経験にそくして時と所と よって変化すべきものであるという意味で自然法とは異なる。その正法の内容として、そもそ の起源が共同生活における各人が「尊重」されること、および 参加」を認められることにあることが指摘され
(
)。正法学は、超歴史的な理想法とし






























































































































































































































対象について佐々木は、 「法自体」と「現行法」という、カント 彷彿とさせる区別をおこなっている。まず法 は、 「人類ノ共同生活ニ於ケル行為ノ規範」である「抽象的ノ理念」と位置づけられ
(
)。すなわち
「法自体」とは、 「人類ノ共同生活ニ於テハ、人類ノ行為ハ公平ナルヘシ」というような根本的要求 り それに対し「人ニ損害ヲ与ヘタルトキ之ヲ賠償スヘシ」 いうような特定 社会 おい 法に合うものと承認される派生的要求が「現行法」である
(
)。佐々木によればこの「法自体」









が「善い」からではなく、通行の方法を一定するという形式自体が共同生活の保全を担っているのである。佐々木は実 法の規定がいかなる価値を有するかを知ることも必要 としながら、いかなるもの「であるか」 明確にすることを先決問題とす のである。
このように、佐々木は共同生活の保全という観点から解釈法学の必要
性を論じ が、さらに解釈法学を軽視す 動向に対して次のように批判を加えていることが重要である。
近来我国ノ法学界ニ於テ往々解釈法学ヲ軽視スルノ口吻アリ、余自身又一時其ノ傾向ニ陥ラントセリ。是レ其自身不当ナ ミナラス、殊ニ我国ニ於テハ慎ムヘキノ挙トス。蓋シ我国ニ於テハ解釈法学スラ未タ完備セス、之ヲ各種ノ法典ノ解釈ニ就テ見ルモ殆ト全体トシテ整備セルモノナキニ非スヤ。彼ノ独逸ニ於テ各種ノ法典ノ解釈ノ完備セルモノアルト宵攘 差アルナリ。 ハ解釈 学殆ト行詰リタルノ観アリ、其ノ解釈法学外ニ歩ヲ転セントスルモ亦宜ナリ。解釈法学ニ於テ漸ク緒ニ就 タルニ過キサル我国 徒ニ独逸学界ノ風潮ニ傚テ解釈法学ヲ軽ン ムトスルハ軽薄 風トス。余ハ解釈法学者カ鋭意其 研究組織ヲ完成センコトヲ望ム者ナリ (
)。
すでに見たように、佐々木は概念法学を離れて自由法学へ向かい、解
釈法学を捨てて立法学や政策学へ向かう趨勢を見てとっていた。しかし佐々木は解釈法学を軽視する学界の動 に警鐘を鳴らし、その意義を論じる。ここでは美濃部と憲 解釈が一致しな ったことも念頭にあっ
――
であろう。ドイツでは概念法学の盛期を経て解釈学を突き詰めたがゆえに次第にその問題性に自ら直面し、批判的思考が登場してくることになったが、ドイツよりさら 後発近代国家としての日本におい はまず解釈法学を整備することが先決であるというこ である。佐々木が自ら解釈法学の領域を踏み外さないよう していたこと 意義とし 、このような日本的文脈に対する意識は重要な位置を占めていたのではないかと思われる。
それでは、 「法ノ社会順応性ニ就テ」や社会問題を通した「社会」に








れた実定法そのものを知ることを重視するのであるが、ここから佐々木の客観主義的、論理主義的な立場が導かれてくる。 「実定法其ノモノヲ無視シ、法的ニ斯ク『アルヘキ』モノナリトシテ之ヲ実定法ノ ナリトセンカ、是レ社会ノ与フル意味ヲ明ニスルモノニ非スシテ、解釈者自身ノ法的観想 又ハ、解釈者ノ、社会カ実定法以外ニ有スト、信スル法的観想ヲ示スニ過キス
(
)」 。解釈者の観点を排除して、実定法そのものの


































この点に関して「法学ノ体系」と同趣旨であ が、より明確 表現 述べられるに至っている。では解釈法学はどのような方法で行われるか。解釈には当然文字という材料を用いる。 だし「制定法は社会の価値観念が文字を通じて示されたるものであるから 制定法を認識する とは、社会の価値観念を知ることであつて、文字の字義 知ることではない (
)」のであり、 「概念法学」も「文字 」と同義としては用いない。


































































現行法をあるがまゝに認識するといふのは、法たる社会の価値観念を知ることで つて、実際生活のありのまゝを知ることではない。故に、実際生活 単に社会現象其のもの して考察す が解釈法学でないのは勿論 のみならず、実際生活を社会の価値観念
――



















法の認識と実際生活の状況とがまったく無関係であると考えていたわけではない。 「法を知る 当 は、勿論実際生活の状況を見なければならないこと、論ずるまでもない」が、 「実際生活の状況そのものが直 法たる価値観念の実現であると考へることは出来ない いふま
(
)」なので
ある。佐々木は、 解釈について一見当然 考えられている命題について疑問を呈す。 「よく、法は実際に適す やうに解釈すべきも である、といふこと 聞く 之 固より正当のこ ではあるけれども、併し、所謂実際に適するといふことは如何なることを ふので か、明で




たものが、 「社会の価値観念」 言 換えられている がわかる。ここから 、法をあるがままに見るこ が一見実際生活に適さな よう見える場合があるとしても、それが社会 価値観念を知る であ という考 を読みとるこ ができる。法 個々人の行為の標準 な 価値観念であり、現実に追随するものであっては らない 見地が、佐々木にお ては一貫してい ので 。
佐々木が実定法の規定にこだわったことは、慣習や正義を重視して規










ルゼンの影響を受けていた佐々 より若い世代の論者から受け入れ難いものとされることになる。彼らが認識（理論）と峻別され 価値判断（実践）としての性格をもつものとして法解釈を位置づけたのに対し、佐々木は同様の区別に立ちながらも、あくまで認識の学として解釈法学を考え続けたことが特徴であった。間 なく一九二五年に美濃部門下の宮沢俊義は「法律解釈学」と「 律社会学」の関係を考察して、前者を法の目的 現実生活に実現する方策の発見という実践的「技術」であると位置づけており
(
)、この立場は自由法論にも連なる。また一九三一年に
清宮四郎は、 「法の根本的考察」における佐々木 議論を念頭 おきながら、法の解釈とは客観的に存在する対象であ 説明し記述するものであるとの見 に対し 疑問を呈す。
























己の主観的な価値観から条文の意味を創造する実践的作業以外に認識の方法はありえないのか、もしありえないとすると、それは学問といえるのかという疑問が、佐々木の根底にあったように思われる。自由法論者たちは、この実践的法解釈 客 性の担保 、社会学に求めていく しかし、法社会学は佐々木にとって法学ではなか こ は、 でにみた通りである。
おわりに
自由法運動をめぐる大きな転換期のなかで、まず法の社会順応性につ
いての意義を考察した佐々木は、その後、具体的 社会問題に対する政治の役割を論じることになった。そ うえで法学のなかで解釈法学 どのような意義があるのかに考察が及び、最終的に「法 根本的考察」のなかで「概念法学」と「社会法学」の結合という形で方法論を形成した。
一九一三年の「法ノ社会順応性ニ就テ」において社会の要求に順応し
た法の存在を認めたように、佐々木に って自由法運動は自らの立場を再考する重要 機会となっていた。しかし、そのような も制定法によって表現されている場合はそれに従うこと 最優先とし、自由法学と厳密に区別して「客観的ノ準則」を重視したことは 自由法学に正面から影響を受けてい 美濃部と対照を し れ はシュタムラーの影響があり、佐々木はこれを自由法論とは異なる立場 て受容 ていた である。これは後の「 根本的考察 にお て法の認識方
して定式化されるものであるが、すでにこの段階で基本的枠組みが形成されていたのである。
佐々木は現行法の解釈を法学の唯一の任務と考えていたわけではなか
ったが、論理性を重視した解釈法学の必要を、 「法学ノ体系」と「法の根本的考察」で論じた。そこでは、制定法を含む法の、時々 社会によって意味が与えられる社会規範としての捉え方がより明確にされた。佐々木は、労働者階級の台頭を背景と 社会政策 性など社会状況の変化を重要視しており 法概念論や法解釈論に そ 影響 みられるが、自由法論に対しては一定 距離 とり続け 。佐々木は憲法論と政策論を区別することを強調し、価値判断の前にまず「あ 」法 意味明らかにすることに解釈論を限定していたことが特徴 った。義は、 「法学ノ体系」 おい 、実 法の存在は共同生活の保全を期するものであり、実定法が何を定め いるのかを明らかにしなければならないという点に見出された。そして、この解釈論 整備 日本ではいまだ不十分であると考えられた。 「責任支出」問題にみられ ような美濃部の解釈は、佐々木の立場 ら れば、憲法論と政策論を混同した政治的なも に見えた 思われる。
佐々木はドイツの学問潮流を安易に導入して解釈法学を軽視するよう
な動向を批判した。ここでいう解釈法学が、実定法の客観的な 明確化であったことに注意した 。こ 背景にあるのは、概念 学的思考が定着する前に自由法運動の影響を受け こと なっ 日本の歴史文脈であったと思われる。日本はヨーロッパ思想圏で 結論 導くための過程を自ら経ること く、その時々に最適 判断さ 結論だ
――




化されたが、これには法解釈の実践的契機を強調す 観点からの批判も加えられた。この面での佐々木に、解釈の客観性に対 ある種の楽観論を指摘することはできる。しかし佐々木にとって、 「必要に応じて」「実際生活に適するように」 「目的論的に解釈しなければならない」と当然のように言われる場合の「必要」 ・ 「目的」の意味や普遍妥当性は自明ではなかった。二〇世紀において、 「法 社会化」が求められて具体的妥当性が強調されることが便宜主義と化す ことがないよう がすべての人格を拘束する一般的で抽象的な規則 あ という根本的見地を擁護しつつ、そのうえでど 時代の要請を取り入れるか 実定法 反しい範囲で、社会的見地からの特別な判断を認め はそ 一つの模索であった。
佐々木に一貫していたのは、法解釈とはあくまでも既存 実定法のも
つ意味を明らかにすることであるという前提であり、解釈者 主観的政策論を否定する態度であった。憲法解釈は解釈論としてひとまず現実問題とは別に認識し、その後相互 関係 考察しなければならない。こ
の背景には、法は人間の規範意識にもとづく理想や価値観念であって現実に追随して解釈されるも であってはならないという考えがあり、制定法の軽視が国民の規範意識を弱めることへの危惧があった。この客観主義的な解釈論は、少なくとも佐々木の考え しては、自由法論を否定したものであった。しかし、この立場は、法を過去の立法者意志ではなく、現在の社会の価値観念が表現された客観的存在とみなすことも意味したのであり、実 に拘束され いるなかでの社会順応性と 調和という意義が認められる。
なお本稿では、以上のような法学観や解釈法学の方法論が、実際にど







































佐々木惣一「法ノ社会順応性ニ就テ（一） （二） 」 （ 『京都法学会雑誌』第







































































































































































































佐々木惣一「米騒動の教訓」 （ 『大阪朝日新聞』 九 八年八月二〇―二
















































































































































































・ケルゼン（横田喜三郎訳） 『純粋法 』 （岩波書店、一九三五年）一
五五頁。法社会学を法学から除外するなど、共通点も多い佐々木とケルゼンの最も明確な差異は、 「 の認識」と「法の解釈」を区別しているか否かにあった。ただし、佐々木自身は後にケルゼンに言及し、 「私は所謂純粋法学の学派に属するものではありませんが、併し法の解釈が 事実を事実として観ることではなくして、其の法的性質を観ることである といふ




例えば、佐々木惣一 「帝国憲法の最高規範性」 （ 『改造』 第二〇巻第四号、
一九三八年四月）二一頁を参照。
　　　
(
)
ただし、この態度は一九三〇年代後半に佐々木が国体論に接近していく
ことと無関係ではなかったであろうことも別の論点として指摘しておきたい（佐々木惣一『我が国憲法の独自性』岩波書店、一九四二年） 。
　　　　
(
)
既発表のものと ては、拙稿「立憲学派の憲法論 おける元老の位置」
（ 『文学研究論集』第四八号、明治大学大学院、二〇一八年二月）を参照いただきたい。
